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1.平成15年9月中間期の連結業績  (平成15年4月1日～平成15年9月30日)

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
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円 銭 円 銭

△102

① 持分法投資損益　　15年9月中間期　29百万円　　14年9月中間期　7百万円　　15年3月期　34百万円

② 期中平均株式数（普通株式・連結)　15年9月中間期   1,224,903,007株　14年9月中間期  1,104,198,334株  15年3月期  1,105,513,860株

③ 会計処理の方法の変更 有

④ 経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率　　　

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

8 [速報値]

0

8

期末発行済株式数（普通株式・連結)　15年9月中間期   1,229,627,039株　14年9月中間期  1,104,198,334株  15年3月期  1,224,365,606株

  

(3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 1 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結　（新規）　　1社　　　(除外）　　1社　　　　　持分法　（新規）　－ 社　　（除外）　　－ 社　　　

2.平成16年3月期の連結業績予想  (平成15年4月1日～平成16年3月31日)

連結業績予想については、三井トラスト・ホールディングス株式会社の中間決算短信（連結）をご参照願います。
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連結自己資本比率
(国内基準)総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
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中央三井信託銀行株式会社    

「平成１５年９月中間期の連結業績」の指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益 ･･･ 　中間（当期）純利益－優先株式配当金総額

　　　　　　　　中間期（当期）中平均普通株式数

○潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 ･･･

　　　　　中間（当期）純利益＋中間（当期）純利益調整額－優先株式配当金総額

　　　　　　　　中間期（当期）中平均普通株式数＋潜在株式数

○株主資本比率･･･

中間期（当期）末資本の部合計

  中間期（当期）末負債の部合計＋中間期（当期）末少数株主持分＋中間期（当期）末資本の部合計

○１株当たり株主資本･･･ 中間期（当期）末株主資本－中間期（当期）末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

　　　　中間期（当期）末発行済普通株式数
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中央三井信託銀行株式会社　　

１． 企業集団の状況

（１） 企業集団の事業の内容

　　　当グループは、信託銀行業を中心に、リース業務、証券業務、クレジットカード業務、信用保証業務

　　などの金融サービスを提供しております。

（２）企業集団の事業系統図

　　[信託銀行業]

（信託業務）　金銭信託、貸付信託等の受託業務
（銀行業務）　預金業務、貸付業務、内国為替業務等
（併営業務）　証券代行業務、不動産業務等

　　[金融関連業その他]・・・リース業務、証券業務、信用保証業務、クレジットカード業務等

信 託 銀 行 業 　・・・本店ほか支店　７０ヵ店
中
央 　　 主要な連結子会社
三 　 　中央三井ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株式会社(システム開発業務）
井 　　 中央三井ビジネス株式会社(事務請負業務）
信   　 中央三井証券代行ビジネス株式会社（証券代行業務）
託 　　 CMTBｴｸｲﾃｨｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ株式会社(有価証券投資・管理業）
銀
行 　　 持分法適用関連会社
（株） 　 　日本ﾄﾗｽﾃｨ情報ｼｽﾃﾑ株式会社(システム開発運営業務）

（株） 金融関連業その他 ・・・主要な連結子会社
　　　Chuo Mitsui Trust International Ltd.（証券業務）
　　　中信リース株式会社（リース業務）
　 　 三信リース株式会社（リース業務）
　 　 中央三井信用保証株式会社（信用保証業務）
　　　中央三井ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社（投信委託業務）
　　　中央三井カード株式会社（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務）

（注）主要な連結子会社のうち、（　）内は主な事業の内容であります。
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中央三井信託銀行株式会社
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

  当社は、三井トラストフィナンシャルグループの一員としてリテール信託業務・バンキング業務・

証券代行業務・不動産業務を担っております。

  三井トラストフィナンシャルグループは、以下の 2 点をグループ経営ビジョンとして掲げておりま

す。

○ ふたつの特色ある信託銀行を中心とする金融グループとして、専門性・ノウハウを高度化しお客さ

まへベストソリューションを提供する

○ 信託銀行としての幅広いビジネス領域において、創造的な事業を推進することで株主価値の向上を

図る

こうしたグループ経営ビジョンをふまえ、当グループは、透明性の高い効率的な経営を通じてお客

さまのご期待にお応えし、広く社会に貢献する企業グループを目指してまいります。

(２)中長期な経営戦略

（Ａ）事業戦略

当社は、「質とスピード双方を重視したお客さまのニーズへの対応」ならびに「営業基盤の安定・

強化」の考え方に基づき、リテール信託業務・バンキング業務・証券代行業務・不動産業務の各

業務において、「商品・サービスの品質向上」と「業務効率の向上」をあわせて実現すべく事業戦

略を展開してまいります。

各業務分野の戦略は以下のとおりです。

≪個人取引関連分野≫

資産形成・運用管理・承継などお客さまのライフサイクルのさまざまな局面での適切なコンサル

テーションを通じ、高品質な商品・サービスを一元的に提供してまいります。

特に、投資信託・変額個人年金保険販売業務や個人ローン業務に注力していくとともに、信託銀

行ならではの機能を発揮する遺言・不動産関連業務についても積極的な取組を進めてまいります。

≪事業会社取引関連分野≫

これまで信託銀行として培ってきた金融資産・不動産等の運用・管理に関する幅広いノウハウと

専門性を結集した提案活動を推進し、お客さまの経営・財務戦略に資する商品・サービスを積極

的に提供してまいります。

  貸出業務については、邦銀トップクラスの取扱実績を有する不動産ノンリコースローン等のア

セットファイナンス業務に注力していくとともに、不動産仲介業務、不動産流動化業務、不動産

投資信託（J-REIT）業務等も積極的に推進してまいります。また、業界トップの実績を有する証

券代行業務についても、その基盤の維持・拡大を進めてまいります。



中央三井信託銀行株式会社
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（Ｂ）経営効率化

当グループでは、より効率的な業務運営体制の構築を目指して、業務運営方法を抜本的に見直

す「業務改革プロジェクト」をグループ横断のプロジェクトとして推進しております。本プロジ

ェクトを通じ、一層スリムで効率的なローコスト運営体制を早期に確立しつつ、人件費・物件費

双方の削減を加速してまいります。

（Ｃ）保有株式の圧縮ならびに不良債権の処理

当グループは、お客さまや市場の信認を高めるため、保有株式の圧縮と不良債権の処理に取組

んでおります。

保有株式については、株価変動リスクを早期に縮減すべく、日本銀行による株式買入れ等も活

用しながら残高の圧縮を進めております。また、平成 15 年 9 月には保有株式の一部を現物出資の

うえ、株式の運用・管理を目的とした子会社（ＣＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社）

を新たに設立いたしました。当子会社においては、ヘッジ手法を活用して株式を集中的・効率的

に管理してまいります。

不良債権については、資産の健全性確保の観点から計画的な処理に努め、不良債権残高・不良

債権比率を着実に減少させてまいります。

（３）対処すべき課題

  わが国の金融機関を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況にありますが、今後とも当社は三井ト

ラストフィナンシャルグループの一員として、三井アセット信託銀行と緊密な連携を図りながら「収

益力の強化」と「財務内容の改善」のふたつを経営の重点課題とし、総力を挙げてその実現に取組ん

でまいります。



中央三井信託銀行株式会社
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３．経営成績及び財政状態

当中間期の世界経済を顧みますと、米国では 3 月のイラク戦争終結後、景気は着実な回復を示し

ており、アジアについても中国等での景気拡大などにより総じて堅調な推移となりました。しかしな

がら、ユーロ圏においては昨年秋以降のユーロ高を原因とする輸出の減少などから、景気は弱含みの

状態が続きました。一方、わが国においては、米国経済の回復等を受けた輸出の拡大に加え、企業収

益の回復や資本ストック調整の進展等により設備投資が増加に転じるなど、景気に持ち直しの動きが

みられました。しかしながら、所得・雇用環境は依然として厳しく、個人消費はおおむね横這いでの

推移となりました。また株式市況については、景気回復期待の高まりから、相場が 4月以降上昇に向

かい、日経平均株価は 9月中旬に年初来高値を記録した後一万円台での動きとなりました。

このような経済・金融環境のもと、当社は様々な分野において業務粗利益の拡大に向けた各種施

策を実行するとともに、一層の経営効率化を図るべくリストラクチャリングについても推進してまい

りました。また、保有株式の圧縮と不良債権の処理を着実に進めてまいりました。

当中間期の連結ベースの経営成績は、経常収益 2,320 億円、経常利益 473 億円、中間純利益 239

億円となりました。事業の種類別セグメントの業績は、信託銀行業については、経常収益 2,080 億円、

経常利益 445 億円、リース業務、証券業務等の金融関連業その他については経常収益 278 億円、経常

利益 28 億円となりました。

資産負債の状況につきましては､総資産は期中 780 億円増加して 12 兆 1,227 億円、そのうち貸出

金は 366 億円減少して 7兆 1,877 億円、有価証券は 846 億円増加して 3兆 1,874 億円となりました。

また預金は 3,736 億円増加して 8兆 8,244 億円となりました。

キャッシュ・フローの状況につきましては、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等の営業活

動によるものが 1,592 億円の支出、有価証券の取得・売却や動産不動産の取得・売却等の投資活動

によるものが 76 億円の支出、配当金の支払等の財務活動によるものが 1 百万円の支出となった結

果、現金及び現金同等物の中間期末残高は 4,011 億円となりました。

連結自己資本比率（国内基準）は、8.60％（速報値）となりました。なお、当中間期末を含めた

連結自己資本比率の推移は以下のとおりです。

（単位：％）

12 年 3月期 13 年 3月期 14年3月期 15年3月期 15年9月期

連結自己資本比率 8.77 10.76 10.11 6.55 8.60



 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 中 間 連 結 貸 借 対 照 表

中央三井信託銀行株式会社
(単位：百万円)

平 成 15 年 平 成 14 年 比     較 平成14年度末 比     較

科　　　　　　　　　目 中間期末(A) 中間期末(B) (A － B)   (C) (A － C)

( 資 産 の 部 )

現 金 預 け 金 439,382 474,631 △ 35,249 627,037 △ 187,654 

買 現 先 勘 定 129,994 99,999 29,994 24,999 104,994 

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 135,211 4,620 130,591 10,564 124,647 

特 定 取 引 資 産 10,874 13,650 △ 2,776 13,165 △ 2,291 

金 銭 の 信 託 70,897 73,480 △ 2,582 70,921 △ 24 

有 価 証 券 3,187,432 3,208,823 △ 21,391 3,102,798 84,633 

貸 出 金 7,187,729 7,242,314 △ 54,585 7,224,381 △ 36,652 

外 国 為 替 4,461 4,773 △ 311 4,978 △ 517 

そ の 他 資 産 345,149 289,144 56,004 305,613 39,535 

動 産 不 動 産 242,253 259,472 △ 17,219 251,446 △ 9,193 

繰 延 税 金 資 産 315,945 426,309 △ 110,364 339,843 △ 23,898 

支 払 承 諾 見 返 203,888 262,262 △ 58,373 220,208 △ 16,320 

貸 倒 引 当 金 △ 150,450 △ 163,205 12,755 △ 151,255 804 

資 産 の 部 合 計 12,122,768 12,196,277 △ 73,508 12,044,705 78,063 

( 負 債 の 部 )

預 金 8,824,492 8,049,394 775,098 8,450,870 373,622 

譲 渡 性 預 金 206,700 248,700 △ 42,000 221,960 △ 15,260 

コ ー ルマネー及び売渡手形 183,892 161,400 22,492 300,000 △ 116,108 

売 現 先 勘 定 － － － 99,999 △ 99,999 

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 141,332 129,786 11,545 194,245 △ 52,912 

特 定 取 引 負 債 6,842 12,582 △ 5,740 8,933 △ 2,091 

借 用 金 368,828 427,091 △ 58,263 507,343 △ 138,515 

外 国 為 替 0 7 △ 7 25 △ 24 

社 債 138,547 138,902 △ 354 138,826 △ 279 

新 株 予 約 権 付 社 債 942 4,015 △ 3,073 3,782 △ 2,840 

信 託 勘 定 借 1,545,540 2,201,365 △ 655,824 1,500,303 45,237 

そ の 他 負 債 113,977 101,166 12,810 93,928 20,048 

賞 与 引 当 金 2,722 3,030 △ 308 2,825 △ 103 

退 職 給 付 引 当 金 566 468 98 529 37 

債 権 売 却 損 失 引 当 金 2,125 7,490 △ 5,364 4,389 △ 2,264 

繰 延 税 金 負 債 748 1,091 △ 342 1,005 △ 257 

再 評 価に係る繰延税金負債 － 3,089 △ 3,089 － － 

支 払 承 諾 203,888 262,262 △ 58,373 220,208 △ 16,320 

負 債 の 部 合 計 11,741,146 11,751,845 △ 10,698 11,749,177 △ 8,031 

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分 5,766 6,147 △ 381 5,014 751 

( 資 本 の 部 )

資 本 金 351,261 334,802 16,459 349,894 1,367 

資 本 剰 余 金 100,576 187,309 △ 86,733 202,401 △ 101,825 

利 益 剰 余 金 25,836 19,771 6,065 △ 112,573 138,410 

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 14,283 4,740 △ 19,024 △ 3,028 △ 11,255 

株 式 等 評 価 差 額 金 △ 86,582 △ 107,400 20,817 △ 145,313 58,731 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 953 △ 938 △ 14 △ 868 △ 85 

資 本 の 部 合 計 375,855 438,284 △ 62,429 290,512 85,342 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 12,122,768 12,196,277 △ 73,508 12,044,705 78,063 

   -7-
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［平成15年度中間連結貸借対照表注記］

　  １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等

の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取

引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価により、スワップ・

先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。

３． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会

社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託受益証券につい

ては中間連結決算日前１カ月の市場価格の平均等、それ以外については中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行って

おります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

４． 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記２.及び３.と同じ方法により行っております。

５． デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く。）の評価は、時価法により行っております。

６．当社の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建　物　　１０年～５０年

動　産　　　３年～　８年

また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

連結される子会社及び子法人等の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却してお

ります。

７． 自社利用のソフトウェアについては、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に

基づく定額法により償却しております。

８．当社の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　　　　　外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」とい

う。）による経過措置を適用しておりましたが、当中間連結会計期間からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨(邦

貨)を資金運用通貨(外貨)に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適

用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、14．に記載しております。

この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時価評価し、正味の債権及び債

務を中間連結貸借対照表に計上したため､従来の方法によった場合と比較して､「その他資産」は１,１９１百万円増加、「そ

の他負債」は１,１９１百万円増加しております。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他資産」中のその他の資産又は「そ

の他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、当中間連結会計期間からは、業種別監査委員会報告第２５号に

基づき総額で表示するとともに、「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は２２,３３３百万円増加、「その他負債」は２２,３３３

百万円増加しております。

　　連結される子会社及び子法人等の外貨建資産･負債については､それぞれの中間決算日等の為替相場により換算しております。

９．当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同

等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減

額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」とい

う。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

なお、破綻懸念先及び下記20.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・

フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ
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ュ・フロー見積法）により引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。な

お、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上し

ております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店及び審査各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部が査定方法等の適正性を監査し、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は３０１,７１８百万円で

あります。

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については､個別に回収可能性を勘案し､回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

10． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰

属する額を計上しております。

11． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上

の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務　　　　その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により損益処理

数理計算上の差異　　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

　　なお、会計基準変更時差異（５０,３１８百万円）については、５年による按分額を費用処理することとし、当中間連結会

計期間においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。

　　上記の会計基準変更時差異は、当初発生額５７,０９３百万円から平成１４年３月２５日の当社の会社分割に伴い、三井ア

セット信託銀行株式会社に移転した６,７７５百万円を減額したものであります。

12．債権売却損失引当金は、(株)共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のあ

る損失を見積り、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金で

あります。

13．当社及び国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

14．当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前連

結会計年度は業種別監査委員会報告第２５号による経過措置を適用しておりましたが、当中間連結会計期間からは、同報告

の本則規定に基づき資金調達通貨(邦貨)を資金運用通貨(外貨)に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ

プ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッ

ジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

ることによりヘッジの有効性を評価するものであります。

また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄

を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジと

して時価ヘッジを適用しております。

なお、一部の資産・負債について、繰延ヘッジ、時価ヘッジあるいは金利スワップの特例処理を行っております。

連結される子会社及び子法人等のヘッジ会計の方法は、金利スワップの特例処理を行っております。

 15．当社及び国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。

16．動産不動産の減価償却累計額　　２０６,９２８百万円

 17．動産不動産の圧縮記帳額         　 ３,５１９百万円

18．貸出金のうち、破綻先債権額は２７,９８０百万円、延滞債権額は２３０,３３３百万円であります。但し、左記債権額のう

ち、オフ・バランス化につながる措置である（株）整理回収機構への信託実施分は、７４,８７７百万円であります。

    　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
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て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２,０９７百万円であります。

   なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないものであります。

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３１９,２５７百万円であります。

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該

当しないものであります。

 21．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は５７９,６６９百万円であります。

但し､上記債権額のうち､オフ・バランス化につながる措置である（株）整理回収機構への信託実施分は、７４,８７７百万円

であります。

 なお、18.から21.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 22．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却または

（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は２５,１５８百万円であります。

23．担保に供している資産は次のとおりであります。

 担保に供している資産

 有価証券　　　　　　　　 　６４１,３４２百万円

 貸出金　　　　　　　　　　 ３６９,９９３百万円

 その他資産　　　　　　　　　   　 ８２３百万円

 担保資産に対応する債務

預金　　　　　　　　　　　     ５,３４７百万円

コールマネー　　　　　　　 １８０,０００百万円

債券貸借取引受入担保金　　 １４１,３３２百万円

借用金　　　　　　　　　　　 １４,４４５百万円

　　　　 上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として有価証券４２１,５２０百万

　　　 円、その他資産（手形交換保証金）１８百万円を差し入れております。

なお、動産不動産のうち保証金権利金は１５,７０６百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は１５４百万円であり

ます。

24．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上しております。なお、上

記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は３,３３９百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１１８百万円であります。

25．三井信託銀行株式会社から継承した土地については、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており

ます。

再評価を行った年月日　　平成１０年３月３１日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める標準地の公

示価格、同条第２号に定める基準地の標準価格及び同条第３号に定める当該事業用土地の課税台帳に登録されている

価格に基づいて、合理的な調整（時点修正、地域格差及び個別格差の補正）を行って算出しております。

26．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金３１０,０００百万円が含ま

れております。

27．社債は、永久劣後特約付社債１１６,１００百万円及び劣後特約付社債２２,４４７百万円であります。

28．新株予約権付社債は全額、劣後特約付転換社債であります。

29．１株当たりの純資産額　△ ４５円８６銭

30．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「特定取引資

産」中の商品有価証券が含まれております。以下34.まで同様であります。

　　　　　売買目的有価証券（「特定取引資産」に計上されたもの）

　　　　　　　中間連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　１３１百万円

　　　　　　　当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額　　　　　０
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　　　　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　　　　　　 中間連結貸借             時　価　　　　         差　額

　　　　　　 　　 対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　      うち益　　　　        うち損

　　　国債　    　　　　 　－ 百万円 　    　　 　 － 百万円  　　　    － 百万円         　 － 百万円       　    － 百万円

　　　地方債　    　　　　 －　　　 　             －　　　　           －　　　　           －　　     　     　　－

　　　社債　　    　１２,４９９　　　 　   １２,５０７　　　　　     　　８　　　　        １０　　　     　     　２

　　　その他　  　  　　 ９２６　　　　　　　　 ９４０  　　　　　　　 １３　              １３                    －

　　　　合計　    　１３,４２６　　　    　１３,４４８　　　　　  　 　２１　　　　    　　２３　              　　２

その他有価証券で時価のあるもの

　　　　　　　　 取得原価               中間連結貸借　　　 　    評価差額

　　　　　 　　　                        対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　       うち損

　　　株式　  　 ７６２,８９３百万円     ７７５,３９７百万円 　　１２,５０３百万円  　７９,０５１百万円  　６６,５４７百万円

　　　債券　  １,９５７,０３５　　　  １,８６３,６５０         △９３,３８４        　　３,９１１        　９７,２９５

　　　　国債  １,８４４,０２０　　　  １,７４７,２２２         △９６,７９７        　　　 １３１        　９６,９２８

　　　　地方債   　１７,３４７　　　  　 　１７,８９２         　　　 ５４５        　　 　５７４        　　 　　２９

　　　　社債     　９５,６６７　　　  　 　９８,５３５         　　２,８６７        　　３,２０５        　　 　３３７

　　　その他   　３３９,０８６　　　  　 ３３４,３３８        　 △４,７４７        　　２,１６９        　　６,９１７

　　　　合計  ３,０５９,０１４　　　  ２,９７３,３８６       　△８５,６２８        　８５,１３２        １７０,７６０

　　なお、上記の評価差額から繰延税金負債２７７百万円を差し引いた額△８５,９０６百万円のうち少数株主持分相当額

１６３百万円を控除した△８６,０６９百万円が、「株式等評価差額金」に含まれております。

その他有価証券で時価のあるもののうち、時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、原則として時価が取

得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とし、評価差額を当中間連結

会計期間の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について１８９百万円の減損処理を行っております。

「時価が著しく下落した」と判断するため基準は、資産の自己査定基準において有価証券の発行会社の区分ごとに次のと

おり定めております。

　破綻先、実質破綻先、破綻懸念先　　　時価が取得原価に比べて下落

　要注意先　　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて３０％以上下落

　正常先　　　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて３０％以上下落

上記自己査定基準に該当する正常先のうち、時価が取得原価に比べて３０％以上５０％未満下落した銘柄については、個

別に時価の回復可能性を判定し、取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、減損処理を実施しておりま

す。それ以外の場合は全て、取得原価まで回復する見込みがないと判断し、減損処理を実施しております。

なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とはそれと同等の状況

にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会

社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社、正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、要注意先以外

の発行会社であります。

31．当中間連結会計期間中に売却した満期保有目的の債券はありません。

32．当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　売却額　　　　　　　　売却益　　　    　 　  売却損

　　　　　　　　　５,１２７,６２３百万円　　６２,１１８百万円　　　１８,５７５百万円

33．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

           　 内　　容　　　　　　　　　　　　　　　中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　　　　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　　１０５,８５４百万円

　　　　　　　非上場外国証券　　　　　　　　　　　　６４,１３２

　　　　　　　出資証券　　　　　　　　　　　　　　　１８,２７３



中央三井信託銀行株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　-12-

34．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　 　１年以内　　　　 　１年超５年以内　　　　５年超１０年以内　　　　　１０年超

　　　　　　債券　　　　７７,９７０百万円   　７２,１７８百万円   １,５００,５２８百万円   ２２５,４７２百万円

　　　　　　　国債　　　５５,７３３　　   　　　４,８４６　　　 　１,４６１,１７１　　　　 ２２５,４７２

　　　　　　　地方債　　　１,１３８　　　   　１１,１５２　     　　 　　５,６０１　　　　　　　　　 －

　　　　　　　社債   　 ２１,０９８　　   　　５６,１８０　　　　 　 　３３,７５５　　　　　　　　　 －

　　　　　　その他　　　　４,１９０　　　   　　７,２７１　　　  　　１５６,５３２　　　 　　６７,０５１

　　　　　　　合計　　　８２,１６０　　　   　７９,４５０　　　 　１,６５７,０６１　　 　　２９２,５２３

35．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　　　　　運用目的の金銭の信託

　　　中間連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　 　  ６２,４４６百万円

　　　当中間連結会計期間中の損益に含まれた評価差額　　 　　　　４５

　　　　　 その他の金銭の信託

               取得原価　　　　　　                   　        　 ５,８６７百万円

　　　　　　　 中間連結貸借対照表計上額　　　　　 　　　　　     　８,４５０

　　　　　　　 評価差額　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　       ２,５８３

　　　　　　　　 うち益　　　　　　　　　　　　　　 　　　         ２,５８３

　　　　　　　　 うち損　　　　　　　　　　　　 　　　　  　　　       　－

なお、上記の評価差額から繰延税金負債１,０８６百万円を差し引いた額１,４９７百万円のうち少数株主持分相当額

１,１９２百万円を控除した額３０４百万円が、「株式等評価差額金」に含まれております。

36．使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の国債に６８１百万円含まれております。

現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券で当中間連結会計期間末に所有しているものは

２６３,２３２百万円であります。これらは売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券ですが、

当中間連結会計期間末においては当該処分をせずにすべて所有しております。

37．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は１,４３２,８９４百万円、このうち契約残存期間が１年以内のものが１,４０８,７２０百万円あります。

         なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも連結され

る子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情

勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒

絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

38．当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託１,６０４,８７１百万円、貸付信託２,２３５,０９４百

万円であります。



中 間 連 結 損 益 計 算 書中 間 連 結 損 益 計 算 書中 間 連 結 損 益 計 算 書中 間 連 結 損 益 計 算 書

中央三井信託銀行株式会社
   (単位：百万円)

科 　　    目

経 常 収 益 232,004 233,143 △ 1,138 441,789 

22,470 34,079 △ 11,609 56,943 
資 金 運 用 収 益 72,128 84,511 △ 12,382 163,082 
( う ち 貸 出 金 利 息 ) (55,938) (60,958) (△ 5,019) (119,749)
( う ち 有 価 証 券 利 息 配当 金 ) (15,666) (22,820) (△ 7,154) (41,894)
役 務 取 引 等 収 益 33,566 28,378 5,187 56,519 
特 定 取 引 収 益 2,829 274 2,555 738 
そ の 他 業 務 収 益 32,284 37,567 △ 5,283 77,601 
そ の 他 経 常 収 益 68,725 48,332 20,392 86,903 

経 常 費 用 184,627 213,175 △ 28,547 494,566 

資 金 調 達 費 用 26,167 34,019 △ 7,851 64,743 
( う ち 預 金 利 息 ) (13,300) (15,446) (△ 2,145) (30,158)
役 務 取 引 等 費 用 2,145 1,683 461 3,798 
特 定 取 引 費 用 112 － 112 3 
そ の 他 業 務 費 用 9,100 600 8,499 2,861 

61,408 71,116 △ 9,707 138,446 
そ の 他 経 常 費 用 85,692 105,755 △ 20,063 284,712 

経 常 利 益 47,377 19,968 27,409 △ 52,777 

特 別 利 益 10,482 2,409 8,072 9,399 
特 別 損 失 7,748 8,670 △ 922 22,960 

税金等調整前中間 (当期 )純利益 50,111 13,707 36,404 △ 66,338 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,350 318 1,032 583 
法 人 税 等 調 整 額 23,865 △ 17,362 41,227 45,914 
少 数 株 主 利 益 933 570 363 185 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 23,961 30,180 △ 6,218 △ 113,022 
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 平 成 15 年

   中 間 期 (A)

 平 成 14 年

   中 間 期 (B)

 比    較

 ( A - B )

 平成14年度

 ( 要   約 )

信 託 報 酬

営 業 経 費
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［平成15年度中間連結損益計算書注記］

　１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． １株当たり中間純利益金額　１９円５６銭

３． 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額　１０円８９銭

４． 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引収

益」及び「特定取引費用」に計上しております。

　　特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前

連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会

計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

５．その他経常費用には、貸出金償却８,０４１百万円、貸倒引当金繰入額１１,６１４百万円及び株式等償却１,０９４百万円

を含んでおります。

６．特別利益には、東京都の外形標準にかかる事業税の還付金及び還付加算金の合計額８,１１９百万円を含んでおります。

７．特別損失には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額５,０３１百万円を含んでおります。



 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

中央三井信託銀行株式会社
(単位：百万円)

科 　　    目

（資本剰余金の部）

202,401 318,958 △ 116,556 318,958 

1,367 － 1,367 15,092 

増 資 に よ る 新 株 の 発 行 － － － 15,000 

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ る
資 本 準 備 金 増 加 高 1,367 － 1,367 92 

103,192 131,648 △ 28,455 131,648 

資 本 準 備 金 取 崩 額 103,192 131,648 △ 28,455 131,648 

100,576 187,309 △ 86,733 202,401 

（利益剰余金の部）

△ 112,573 △ 142,360 29,787 △ 142,360 

138,410 162,131 △ 23,721 142,809 

中 間 純 利 益 23,961 30,180 △ 6,218 － 

資 本 準 備 金 取 崩 額 103,192 131,648 △ 28,455 131,648 

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 11,255 302 10,952 11,161 

－ － － 113,022 

当 期 純 損 失 － － － 113,022 

25,836 19,771 6,065 △ 112,573 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高
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 比    較

 ( A - B )
平成14年度

平 成 15 年

 中 間 期 (A)

平 成 14 年

 中 間 期 (B)

利益剰余金中間期末（期末）残高



中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書
中央三井信託銀行株式会社

   (単位：百万円)

 平 成 15 年  平 成 14 年  比    較

   中 間 期 (A)    中 間 期 (B)  ( A - B )

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 50,111 13,707 36,404 △ 66,338 

減価償却費 22,940 23,020 △ 80 51,348 

持分法による投資損益（△） △ 29 △ 7 △ 22 △ 34 

貸倒引当金の増加額 △ 804 △ 12,677 11,873 △ 23,949 

投資損失引当金の増加額 － △0 0 △0 

債権売却損失引当金の増加額 △ 2,264 322 △ 2,586 △ 2,777 

賞与引当金の増加額 △ 103 △ 476 373 △ 682 

退職給付引当金の増加額 37 35,558 △ 35,521 50,612 

資金運用収益 △ 72,128 △ 84,511 12,382 △ 163,082 

資金調達費用 26,167 34,019 △ 7,851 64,743 

有価証券関係損益（△） △ 39,417 △ 10,217 △ 29,200 15,931 

金銭の信託の運用損益（△） △ 951 △ 877 △ 73 △ 1,274 

為替差損益（△） 6,819 11,727 △ 4,908 13,921 

動産不動産処分損益（△） 1,664 1,337 327 824 

特定取引資産の純増（△）減 2,291 △ 1,464 3,755 △ 979 

特定取引負債の純増減（△） △ 2,091 6,807 △ 8,899 3,158 

貸出金の純増（△）減 36,652 173,785 △ 137,132 190,767 

預金の純増減（△） 373,622 510,386 △ 136,764 911,862 

譲渡性預金の純増減（△） △ 15,260 86,120 △ 101,380 59,380 

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 138,515 △ 5,718 △ 132,797 132,533 

預け金（日銀預け金を除く）の純増(△）減 20,715 △ 16,029 36,744 △ 3,360 

コールローン等の純増（△）減 △ 104,994 △ 94,996 △ 9,998 △ 19,995 

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 △ 124,647 1,350 △ 125,997 △ 4,594 

コールマネー等の純増減（△） △ 216,107 △ 425,100 208,992 △ 186,500 

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △ 52,912 △ 117,575 64,662 △ 53,117 

外国為替（資産）の純増（△）減 517 81 436 △ 124 

外国為替（負債）の純増減（△） △ 24 △ 19 △ 4 △ 2 

信託勘定借の純増減（△） 45,237 △ 658,761 703,999 △ 1,359,823 

資金運用による収入 80,281 92,709 △ 12,427 175,201 

資金調達による支出 △ 23,919 △ 37,246 13,327 △ 67,068 

その他 △ 30,959 △ 97,767 66,808 △ 133,972 

　　小計 △ 158,071 △ 572,513 414,441 △ 417,391 

法人税等の支払額 △ 1,159 184 △ 1,343 △ 266 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 159,231 △ 572,328 413,097 △ 417,658 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 5,912,391 △ 3,588,930 △ 2,323,461 △ 8,743,020 

有価証券の売却による収入 5,011,224 2,970,202 2,041,021 7,155,390 

有価証券の償還による収入 902,466 666,039 236,427 1,680,986 

金銭の信託の増加による支出 △ 701 △ 5,277 4,575 △ 4,216 

金銭の信託の減少による収入 944 17,296 △ 16,351 18,341 

動産不動産の取得による支出 △ 15,752 △ 17,073 1,320 △ 38,211 

動産不動産の売却による収入 6,564 12,104 △ 5,540 23,620 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,645 54,362 △ 62,008 92,890 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出 － － － △ 58,000 

株式の発行による収入 － － － 30,000 

少数株主への配当金支払額 △ 1 △ 1 － △ 79 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1 △ 1 － △ 28,079 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 60 34 △ 95 △ 11 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 166,939 △ 517,933 350,994 △ 352,858 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 568,123 920,982 △ 352,858 920,982 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 401,184 403,048 △ 1,864 568,123 

 平成14年度
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［平成15年度中間連結キャッシュ・フロー計算書注記］

　１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」（当社は現金及び日本

銀行への預け金）であります。

 ３．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであります。

          現金預け金勘定            　　　　　　　　　　    ４３９,３８２百万円

          当社の預け金（日本銀行への預け金を除く） 　　　　△ ３８,１９７百万円

          現金及び現金同等物                　　　　　　　　４０１,１８４百万円
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
 (1)  連結される子会社及び子法人等　 １８社
      主要な会社名
　　　　Chuo Mitsui Trust International Ltd.
　　    中央三井証券代行ビジネス株式会社

三信リース株式会社
　　    中信リース株式会社
        中央三井カード株式会社
     　 中央三井アセットマネジメント株式会社
        中央三井信用保証株式会社

　なお、CMTB エクイティインベストメンツ株式会社は、設立により当中間連結会計期間から
連結しております。

　　　また、三信総合管理株式会社は、清算により除外しております。
 (2)  非連結の子会社及び子法人等
　　　主要な会社名
　　　　中央三井クリエイト株式会社
　　　非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び
経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し
ております。

２．持分法の適用に関する事項
 (1)  持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等　 １社
　　　主要な会社名
　　　　日本トラスティ情報システム株式会社
 (2)  持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　　主要な会社名
　　　　中央三井クリエイト株式会社
　　　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表
に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項
 (1)  連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。
　　  　６月末日　  　５社
　　　　９月末日　　１３社
 (2)  連結される子会社及び子法人等については、それぞれの中間決算日の財務諸表により連結し

ております。
中間連結決算日と上記の中間決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行
っております。
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報セ  グ  メ  ン  ト  情  報セ  グ  メ  ン  ト  情  報セ  グ  メ  ン  ト  情  報

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成15年4月1日  至平成15年9月30日）
   （単位：百万円）

信託銀行業 計 消去又は全社 連  結

 経  常  収  益
 (1)外部顧客に対する経常収益 206,163 25,841 232,004 － 232,004
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 1,871 1,995 3,867 (  3,867) － 

計 208,035 27,837 235,872 (  3,867) 232,004
 経  常　費　用 163,528 24,995 188,523 (  3,896) 184,627
 経  常　利　益 44,507 2,842 47,349 (   △28) 47,377

前中間連結会計期間（自平成14年4月1日  至平成14年9月30日）
   （単位：百万円）

信託銀行業 計 消去又は全社 連  結

 経  常  収  益
 (1)外部顧客に対する経常収益 209,081 24,062 233,143 － 233,143
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 1,701 1,652 3,353 (  3,353) － 

計 210,783 25,714 236,497 (  3,353) 233,143
 経  常　費　用 192,560 23,967 216,527 (  3,352) 213,175
 経　常　利　益 18,223 1,746 19,969 (  0) 19,968

前連結会計年度（自平成14年4月1日  至平成15年3月31日）
   （単位：百万円）

信託銀行業 計 消去又は全社 連  結

 経  常  収  益
 (1)外部顧客に対する経常収益 393,634 48,155 441,789 － 441,789
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 3,271 3,474 6,746 (  6,746) － 

計 396,906 51,630 448,536 (  6,746) 441,789
 経  常　費　用 450,712 50,377 501,090 (  6,523) 494,566
 経　常　利　益 △ 53,806 1,252 △ 52,553 (  223) △ 52,777 
(注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　 ２．業務区分は、連結会社の主たる事業の内容により区分しております。「金融関連業その他」は、

　　　 　信用保証、リース、クレジット・カード業務等であります。

　　 ３．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．所在地別セグメント情報

　　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が 90％
　を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

  -19-

金融関連業
そ の 他

金融関連業
そ の 他

金融関連業
そ の 他



 中央三井信託銀行株式会社

３．国際業務経常収益
   （単位：百万円）

期        別 国際業務経常収益 連 結 経 常 収 益

当中間連結会計期間
自 平成15年 4月 1日 17,560 232,004 7.5%
至 平成15年 9月30日
前中間連結会計期間
自 平成14年 4月 1日 17,157 233,143 7.3%
至 平成14年 9月30日
前連結会計年度

自 平成14年 4月 1日 29,848 441,789 6.7%
至 平成15年 3月31日

(注) １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 　２．一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

     ３．国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定に

     　おける諸取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益は除く。）で

　　　 あります。

生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。
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中央三井信託銀行株式会社　
【当中間連結会計期間末】

(注）中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券が含まれております。

１．有 価 証 券

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期  別　 当中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在)
　種　類 中 間 連 結 貸 借 時　　　価 　差　　　額

対 照 表 計 上 額 うち益 うち損
　　国　　　債 - - - - - 
　　地　方　債 - - - - - 
　　社　　　債 12,499 12,507 8 10 2 
　　そ　の　他 926 940 13 13 - 
 　 合   計 　　　 13,426 13,448 21 23 2 
（注）１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（２）その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）
期　別　 当中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在)

　種　類 取 得 原 価中間連結貸借　評　価　差　額
対照表計上額 うち益 うち損

　　株　　　式 762,893 775,397 12,503 79,051 66,547 
　　債　　　券 1,957,035 1,863,650 △ 93,384 3,911 97,295 
　　　　　国　　　債 1,844,020 1,747,222 △ 96,797 131 96,928 
　　　　　地　方　債 17,347 17,892 545 574 29 
　　　　　社　　　債 95,667 98,535 2,867 3,205 337 
　  そ　の　他 339,086 334,338 △ 4,747 2,169 6,917 
　　合　　　計 3,059,014 2,973,386 △ 85,628 85,132 170,760 
（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、株式ならびに投資信託については当中間連結会計期間末前1ヵ月の市場価格の平均に基づいて

　　　　　算定された額により、また、それ以外については、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ

　　　　　計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（３）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在)
  その他有価証券
     非上場株式（店頭売買株式を除く） 105,854
     非上場外国証券 64,132
     出資証券 18,273

２．金銭の信託 

（１）満期保有目的の金銭の信託
　  　該当ありません。

（２）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
（単位：百万円）

期　別　 当中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在)
　種　類 取 得 原 価中間連結貸借　評価差額

対照表計上額 うち益 うち損
その他の金銭の信託 5,867 8,450 2,583 2,583 - 
（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．株式等評価差額金

　　中間連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
当中間連結会計期間末
 (平成15年9月30日現在)

評価差額 △ 83,861
　　　　　その他有価証券 △ 86,445
　　　　　その他の金銭の信託 2,583
（△）　繰延税金負債 1,364
株式等評価差額金（持分相当額調整前） △ 85,225
（△）少数株主持分相当額 1,356

－

株式等評価差額金 △ 86,582
（注）時価がないその他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。

有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券
　　　に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
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【前中間連結会計期間末及び前連結会計年度末】

(注）（中間）連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及びコマーシャル・ペーパーが含まれております。

１．有 価 証 券

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

   期  別　 前中間連結会計期間末 (平成14年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成15年3月31日現在)

中間連結貸借 時　　価 　差　額 連 結 貸 借 時　　価 　差　額

　種　類 対照表計上額 うち益 うち損 対照表計上額 うち益 うち損

　国　　　債 61 61 0 0 - - - - - - 
　地　方　債 - - - - - - - - - - 
　社　　　債 13,087 13,066 △ 20 5 26 12,894 12,920 26 29 2 
　そ　の　他 959 963 3 3 - 947 963 16 16 - 
  合　　　計 　　 14,108 14,091 △ 16 10 26 13,841 13,884 42 45 2 
（注）１．時価は、前（中間）連結会計年度（期間）末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（２）その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

   期　別　 前中間連結会計期間末 (平成14年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成15年3月31日現在)

取 得 原 価中間連結貸借　評　価　差　額 取 得 原 価連 結 貸 借　評　価　差　額

　種　類 対照表計上額 うち益 うち損 対照表計上額 うち益 うち損

 株　　　式 1,163,794 1,028,330 △ 135,463 34,642 170,106 944,099 789,162 △154,936 23,734 178,671 
 債　　　券 1,764,639 1,781,078 16,438 16,922 483 1,830,136 1,843,130 12,993 18,074 5,080 
　国　債 1,557,122 1,566,169 9,047 9,453 406 1,656,192 1,662,718 6,526 11,595 5,068 
　地方債 55,079 59,051 3,972 3,972 0 18,272 19,182 909 910 0 
　社　債 152,437 155,856 3,419 3,495 76 155,672 161,229 5,557 5,567 10 

 そ　の　他 242,146 231,231 △ 10,914 2,264 13,179 260,097 257,470 △ 2,627 1,557 4,185 
 合     計 　　　 3,170,580 3,040,640 △ 129,939 53,829 183,769 3,034,334 2,889,763 △144,571 43,366 187,937 
（注）１．（中間）連結貸借対照表計上額は、株式ならびに投資信託については前（中間）連結会計年度（期間）末前1ヵ月の市場価格の平均に基づいて

　　　　　算定された額により、また、それ以外については、前（中間）連結会計年度（期間）末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ

　　　　　計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（３）時価のない有価証券の主な内容及び（中間）連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

 その他有価証券

  非上場株式（店頭売買株式を除く）

  非上場外国証券

  出資証券

２．金銭の信託 

（１）満期保有目的の金銭の信託

前中間連結会計期間末（平成14年9月30日）及び前連結会計年度末（平成15年3月31日）

  　該当ありません。

（２）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
（単位：百万円）

　  期　別　

取 得 原 価中間連結貸借　評価差額 取 得 原 価連 結 貸 借　評価差額

　種　類 対照表計上額 うち益 うち損 対照表計上額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 6,508 10,675 4,166 4,166 - 5,857 9,174 3,317 3,317 - 

（注）１．(中間)連結貸借対照表計上額は、前(中間)連結会計年度(期間)末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．株式等評価差額金

　　(中間)連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

評価差額

　その他有価証券

　その他の金銭の信託

（＋）　繰延税金資産

株式等評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額

　－  －

株式等評価差額金

（注）時価がないその他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。

有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等

91,397
18,751

前中間連結会計期間末

前中間連結会計期間末 (平成14年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成15年3月31日現在)

前中間連結会計期間末 (平成14年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成15年3月31日現在)

 6,386

98,896
67,232
11,979

 (平成14年9月30日現在)

前連結会計年度末

 (平成15年3月31日現在)
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△126,752

    2,194

△107,400

△130,919
    4,166
   21,547
△105,205

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券
　　　に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

△142,213

    1,526

△145,313

△145,530
    3,317
△ 1,573
△143,786



中央三井信託銀行株式会社

【当中間連結会計期間】

１．金利関連取引
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
種　類 （平成15年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

金利先物 24,716 △5 △5

金利オプション  -  -  - 

金利先渡契約  -  -  - 

店 金利スワップ 5,130,964 6,769 6,769
頭 キャップ 61,968 △49 △15

その他 150,300 △867 △31

合　　計 5,847 6,717
（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２．通貨関連取引
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
種　類 （平成15年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

通貨先物  -  -  - 

通貨オプション  -  -  - 

通貨スワップ 135,292 △230 △230

店 為替予約 1,264,314 713 713

頭 通貨オプション 136,442 3,558 154

その他  -  -  - 

合　　計 4,041 637

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

　　　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付された

　　　　もので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当

　　　　該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いており

　　　　ます。

　　　２．従来、引直し対象の先物為替予約、通貨オプション等は、当中間連結会計期間からは上記

　　　　に含めて記載しております。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計

　　　　上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に基づきヘッ

　　　　ジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。

デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係
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中央三井信託銀行株式会社

３．株式関連取引

（単位：百万円）

当中間連結会計期間末

（平成15年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

有価証券店頭指数等ｽﾜｯﾌﾟ

株価指数変化率受取・
短期変動金利支払 17,949 △168 △168 

短期変動金利受取・
株価指数変化率支払  -   -   -  

合　　計 △168 △168 

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

４．債券関連取引
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
種　類 （平成15年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

債券先物 13,253 △65 △65

債券先物オプション  -  -  - 

債券店頭オプション  -  -  - 

その他  -  -  - 

合　計 △65 △65

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

５．商品関連取引
該当ありません。

６．クレジットデリバティブ取引
該当ありません。

種　類
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中央三井信託銀行株式会社

【前中間連結会計期間】

１．金利関連取引
（単位：百万円）

前中間連結会計期間末
種　類 （平成14年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

金利先物  -  -  - 

金利オプション  -  -  - 

金利先渡契約  -  -  - 

店 金利スワップ 6,426,265 1,919 1,919
頭 キャップ 107,489 3 △35

その他 149,000 2,429 △637

合　　計 4,353 1,246
（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２．通貨関連取引

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末（平成14年9月30日現在）

種　類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

為替スワップ - - - - 

為替予約

　　売建 - - - - 

店 　　買建 - - - - 

通貨オプション

　　売建 - - - - 

頭 　　買建 - - - - 

その他

　　売建 - - - - 

　　買建 - - - - 

（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注２．の取引は、上記記載から

　　除いております。

２．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

　　計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を行って

　　いるスワップ取引については、上記記載から除いております。

　　期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

種　類 前中間連結会計期間末（平成14年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

通貨スワップ 370,368 △1,946 △1,946 

デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係
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中央三井信託銀行株式会社

　　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを

　行い、その損益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付さ

　れたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、また

　は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いてお

　ります。

　　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
前中間連結会計期間末

種　類 （平成14年9月30日現在）

契約額等

通貨先物  - 

通貨オプション  - 

為替予約 853,089

通貨オプション 35,975

その他  - 

３．株式関連取引

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末（平成14年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

有価証券店頭指数等ｽﾜｯﾌﾟ

株価指数変化率受取・
短期変動金利支払 16,648 16,539 △108 

短期変動金利受取・
株価指数変化率支払  -   -   -  

合　　計 16,539 △108 

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

４．債券関連取引
（単位：百万円）

前中間連結会計期間末
種　類 （平成14年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益

債券先物 983 3 3

債券先物オプション  -  -  - 

債券店頭オプション  -  -  - 

その他  -  -  - 

合　計 3 3

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

５．商品関連取引
該当ありません。

６．クレジットデリバティブ取引
該当ありません。
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中央三井信託銀行株式会社

【前連結会計年度末】

１． 金利関連取引
（単位：百万円）

前連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

種　類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

金利先物
　　売建 3,171  -   -   -  
　　買建 6,234  -  △2 △2 
金利オプション
　　売建  -   -   -   -  
　　買建  -   -   -   -  
金利スワップ
　　受取固定・支払変動 2,820,798 984,355 112,756 112,756 
　　受取変動・支払固定 2,557,311 926,511 △105,673 △105,673 
　　受取変動・支払変動 32,200 32,200 4,382 4,382 
キャップ
　　売建 38,542 5,000 △10 87 
　　買建 62,742  -  0 △64 
その他
　　売建 120,400 63,000 △2,339 △901 
　　買建 50,400 38,000 267 23 

合　　計 9,381 10,609 
（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
２．時価の算定
　　取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
　　店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

２．通貨関連取引

（単位：百万円）
前連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

種　類 契約額等 時価 評価損益
うち１年超

為替スワップ - - - - 
為替予約
　　売建 - - - - 

店 　　買建 - - - - 
通貨オプション
　　売建 - - - - 

頭 　　買建 - - - - 
その他
　　売建 - - - - 
　　買建 - - - - 

（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から
　　除いております。
２．時価の算定
　　割引現在価値等により算定しております。
３．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本
　　公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を
　　行っているスワップ取引については、上記記載から除いております。
　　期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
種　類 前連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

契約額等 時価 評価損益
通貨スワップ 352,552 △1,805 △1,805 
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中央三井信託銀行株式会社

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、
その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので
当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建金銭
債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
前連結会計年度末

種　類 （平成15年3月31日現在）
契約額等

為替予約
　　売建 441,436 
　　買建 465,095 
通貨オプション
　　売建 24,040 
　　買建 31,540 

３．株式関連取引

（単位：百万円）

前連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

契約額等 時価 評価損益

有価証券店頭指数等ｽﾜｯﾌﾟ

株価指数変化率受取・
短期変動金利支払

4,045 △223 △223 

短期変動金利受取・
株価指数変化率支払

 -   -   -  

（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２．時価の算定

　　割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出しております。

４．債券関連取引
（単位：百万円）

前連結会計年度末（平成15年3月31日現在）

種　類 契約額等 時価 評価損益
うち１年超

債券先物

　　売建 4,537  -  △0 △0 

　　買建 736  -  3 3 

（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
２．時価の算定
　　東京証券取引所等における最終の価格によっております。

５．商品関連取引

該当ありません。

６．クレジットデリバティブ取引

該当ありません。

種　類
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